
介護者の労働生活の質（QWL）に関連する要因とその対策† 
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介護施設における介護職員（以下，介護者と記載）の人材不足が問題となっている．この対策として，働きや

すい職場の構築が求められており，労働生活の質（以下，QWL と記載）の向上が必要になっている．しかし，優

先的かつ重点的に取り組むべき QWL 要因は分かっていない．そこで本研究では，現在の介護施設における介護

者の QWL に影響する主要な要因と取り組むべき優先度を明らかにし，その要因を改善に導く組織的な対策につ

いて検討することを目的としたアンケート調査を実施した．対象は特別養護老人ホーム 504 施設，介護者 3,478
名であった．調査の結果，最も優先的かつ重点的に取り組むべき QWL 要因としては人間関係があげられ，次い

で作業人数・配置，コミュニケーション，施設からのサポート，労働時間・休み，裁量と続いた．また，介護者

の腰痛も QWL に関連した．一方，給与は QWL と関連したが，人間関係などに比べて関連は低く，主要な要因

ではなかった．QWL 向上のための改善策は，介護者の不満理由から勘案して，上司・同僚との情報交換の促進，

労働時間や休暇，メンタルヘルスを相談できる担当者の活用，職場巡視などによる個々の介助方法の確認などが

必要と思われた． 
キーワード  介護者，労働生活の質（QWL），人間関係，給与，腰痛． 

 
1．はじめに 

 
介護職場では，介護職員（以下，介護者と記載）の人

材不足が問題となっている．介護労働安定センターの「介

護労働実態調査 事業所調査」では，2019 年において介

護事業所の 65.3%が介護者不足を訴えていた 1)．また，

厚生労働省の「第 8 期介護保険事業計画に基づく介護職

員の必要数について」の資料では，この介護者不足が継

続した場合，2023 年には約 22 万人，2025 年には約 32
万人の介護者が不足すると推計されている 2)．今後，高

齢者の増加と労働力人口の減少が進むと 3)，介護者不足

はさらに深刻化するものと思われる． 
介護者不足は，個々の介護者の作業負担を増大させ，

心身の健康に悪影響を及ぼす可能性がある．また，介護

の質の低下にも繋がると考えられる．厚生労働省は，こ

の対策として，①介護者の処遇改善，②多様な人材の確

保・育成，③離職防止・定着促進・生産性向上，④介護

職の魅力向上，⑤外国人材の受入環境整備を主な取り組

みとして掲げている 2)．これらの具体的な対策は，給与

の改善や支援金の貸付といった金銭的な支援，求職者向

け職業訓練における訓練枠の拡充や職場体験の実施，介

護ロボットや情報通信技術といったテクノロジーの活用，

介護職の魅力向上のための情報発信，外国人介護者への

日本語学習支援など多岐にわたる．しかし，これらは間

接的な支援となっている．介護職場において介護者の離

職を防止するには，介護者が抱える直接的な問題を明ら

かにし，その対策を具体的に取り組む必要がある． 
欧米諸国では，1960 年代後半から，仕事のやりがいや

働きやすさなどの勤労生活の質的向上を重視する，労働

生活の質（Quality of Working Life：QWL と以下記載）

が注目されるようになった 4)．介護職場では，労働災害

の防止に加え，働きやすい職場が求められており，介護

者の QWL 向上が必要になっている．しかし，介護職場

における介護者の QWL は低めとなっている 5)．介護者

の QWL に影響する要因としては，給与，上司や同僚と

の人間関係，仕事を通じた成長欲求があげられている 5)．

また，介護者の離職や職務満足度に関連する要因として，

給与 6-11)，人間関係 8, 10, 12)，コミュニケーション 8, 13)，

作業負荷 6, 12)，研修 7-9, 14)，施設からのサポート 13)など

があげられている．これらは，いずれも重要な要因であ

るが，どの要因を優先的かつ重点的に取り組むべきか十

分に分かっていない．また近年では，介護サービスを提

供した事業所に介護保険から支払われる費用である介護

報酬の引き上げが，随時行われている 2, 15)．この引き上

げは，介護者の給与の増額につながることから，現在必

ずしも給与が介護者の主な QWL 要因になっているとは

限らない．さらに，介護業務は作業負荷が大きいため 6, 12)，

介護者は体調を崩して離職する者もいる 6)．なかでも，

介護者の腰痛は深刻な健康問題となっている 16)．このこ

とから，介護者の健康状態が QWL に影響する要因にな

っているかもしれない．以上のように，介護者の QWL
要因は，以前と比べて一部変わってきている可能性があ

る．また，どの要因を優先的かつ重点的に取り組むべき

か検討する必要がある． 
そこで本研究では，現在の介護施設における介護者の

QWL に影響する主要な要因と取り組むべき優先度を明

らかにすることを目的としたアンケート調査を実施した．

また，その要因を改善に導くための組織的な対策につい

ても検討した．本調査における業務に関する QWL 要因

の抽出では，実際の給与額や人員配置数などを用いて解

† 本報は産業衛生学雑誌の掲載論文「高齢者介護施設における介護者

の労働生活の質（QWL）に関連する要因」の記述の一部を加筆修正

し，まとめ直したものである． 
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   連絡先：〒214-8585 神奈川県川崎市多摩区長尾 6-21-1  
   労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 岩切一幸 
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析する方法もあるが，主観的な満足度が離職や就業意欲

に関連するとの報告 7, 8)が多数あることから，本調査で

は仕事に関連する満足／不満足感といった主観的な評価

尺度を用いた． 
 

2．方法 
 

2.1. 対象 
本研究は，全国の特別養護老人ホームを対象にした横

断的調査であり，調査期間は 2018 年 10 月～12 月であ

った．高齢者介護サービスには，入所系，通所系，訪問

系などがあるが，本調査では最も基本的かつ拠り所とな

る入所系施設の特別養護老人ホームを対象にした．対象

の選定には，厚生労働省「介護サービス情報公表システ

ム」を利用した．同システムには，2018 年 6 月 22 日時

点において，全国の特別養護老人ホーム 6,940 施設と介

護者数 262,111 名が登録されていた．そのうち，対象施

設は，北海道から沖縄県までの 1,000 施設（標本抽出率：

14.4%）を無作為抽出した．ただし，2018 年 7 月に豪雨

災害のあった岡山県（真備町）および 2018 年 9 月に地

震災害のあった北海道（厚真町，安平町）の一部被災地

域は，対象施設から除外した．対象介護者は，1 施設あ

たり介護者 8 名の計 8,000 名（標本抽出率：3.1%）とし

た． 
 

2.2. 調査方法 
調査票は，施設管理者記載の施設用アンケートおよび

介護者記載の介護者用アンケートを独自に作成し，施設

管理者経由にて配布した．施設管理者には，直接介護に

携わっている性別，年齢，経験年数の異なる介護者に調

査票を配布するよう依頼した．回答後の調査票は，回答

者本人が封をし，施設ごとに返送してもらった． 
施設用アンケートは 4 頁，介護者用アンケートは 8 頁

で構成した．両アンケートの調査票 1 頁目には，調査趣

旨，個人および施設情報の保護について記載し，調査参

加への意思確認の欄を設けた．介護者には，全ての項目

に回答していただくようにお願いしたが，心的負担と感

じる項目は，必ずしも回答する必要はないとした． 
本研究は，労働安全衛生総合研究所の研究倫理審査委

員会から承認（通知番号：H3002）を得て実施した． 
 

2.3. 調査項目 
施設用アンケートの調査項目は，介護施設の基本情報，

施設の取り組み，労働安全衛生活動とした．介護施設の

基本情報は，施設形態，労働者数，介護者数，長期の施

設入居者数，勤務体制，前年度の離職介護者数および休

業介護者数とした．施設の取り組みでは，施設管理者が

十分な給与，人員配置，作業時間があると思うかを「非

常に思わない」，「思わない」，「どちらでもない」，「思う」，

「非常に思う」の 5 件法にて調査した．また，昇進・昇

給制度の周知，初任者研修の有無，介護者と施設管理者

との意見交換の場の設置，職場で起きた事故や災害の記

録，職場で起きたヒヤリハット（危険を感じたこと）の

記録，精神的ストレスに関する相談窓口や担当者の設置

を「ある」，「ない」の 2 件法にて調査した．労働安全衛

生活動は，表 1 に示す健康管理および作業管理に係わる

活動項目を「ある（いる）」，「ない（いない）」の 2 件法

にて調査した． 
介護者用アンケートの調査項目は，介護者の基本情報，

職業性ストレスの状態，介護者の QWL，通院の有無，

腰痛の程度，取り組んでいる安全衛生活動，仕事に関連

する満足／不満足感，不満足な相手・理由・内容，介護

者自身が働く意欲や仕事の継続に直接関連すると思った

項目とした．介護者の基本情報は，性別，年齢，資格の

有無，勤務形態，勤務体制，週労働時間，休業日数など

とした．職業性ストレスの状態は，職業性ストレス簡易

調査票の仕事の量的負担（3 項目），仕事のコントロール

（3 項目），上司・同僚からのサポート（6 項目）に関す

る項目を用いて評価した 17)．介護者の QWL は，介護者

QWL 簡易尺度を用いて，働く「意欲」，働き続けたい「意

思」，業務に対する「満足度」，仕事の「達成感」を，「1. 
大変低い（大変弱い）」，「2. 低い（弱い）」，「3. どちら

とも言えない」，「4. 高い（強い）」，「5. 大変高い（大変

強い）」の 5 件法にて点数化し，それらの合計点数（4～
20 点）にて評価した 18)．通院の有無は，心身の不調や

健康状態を把握するために，精神疾患，高血圧症，糖尿

病，関節症，腰痛にて病院に通院，および腰痛にて針灸・

マッサージなどに通院の有無を「ある」，「ない」の 2 件

法にて評価した．腰痛の程度は，過去 1 年間の腰痛につ

いて「0. 腰痛はなかった」，「1. 腰痛はあったが仕事に

支障はなかった」，「2. 腰痛のため仕事に支障をきたした

が仕事は休まなかった」，「3. 腰痛のため仕事を休んだこ

とがある」の 4 件法にて評価し，0 と 1 の合計を重度腰

痛なし，2 と 3 の合計を重度腰痛ありとした 19)．取り組

んでいる安全衛生活動は，表 1 に示す項目に対し，「あ

る（いる）」，「ない（いない）」の 2 件法にて評価した．

仕事に関連する満足／不満足感は，給与，作業人数・配

置，労働時間・休み，同僚・上司・利用者やその家族と

の人間関係（以下，人間関係と記載），上司や同僚とのコ

ミュニケーションや話し合い（以下，コミュニケーショ

ンと記載），意見が反映されるなどの裁量を持って仕事が

できる程度（以下，裁量と記載），昇進・役職，施設から

のサポート，研修の実施，安全衛生管理について，「大変

不満」，「不満」，「どちらとも言えない」，「満足」，「大変

満足」の 5 件法にて評価した．不満足な相手・理由・内

容は，表 7 に示す項目について複数回答可として調査し

た．介護者自身が働く意欲や仕事の継続に直接関連する

と思った項目は，先述した仕事に関連する満足／不満足

感の 10 項目から，働く意欲や仕事の継続に最も関連す

る項目を 3 つ選択してもらい，1 番を 3 点，2 番を 2 点，

3 番を 1 点として各項目の合計点数を算出した． 
 

2.4. 統計解析 
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析する方法もあるが，主観的な満足度が離職や就業意欲

に関連するとの報告 7, 8)が多数あることから，本調査で

は仕事に関連する満足／不満足感といった主観的な評価

尺度を用いた． 
 

2．方法 
 

2.1. 対象 
本研究は，全国の特別養護老人ホームを対象にした横

断的調査であり，調査期間は 2018 年 10 月～12 月であ

った．高齢者介護サービスには，入所系，通所系，訪問

系などがあるが，本調査では最も基本的かつ拠り所とな

る入所系施設の特別養護老人ホームを対象にした．対象

の選定には，厚生労働省「介護サービス情報公表システ

ム」を利用した．同システムには，2018 年 6 月 22 日時

点において，全国の特別養護老人ホーム 6,940 施設と介

護者数 262,111 名が登録されていた．そのうち，対象施

設は，北海道から沖縄県までの 1,000 施設（標本抽出率：

14.4%）を無作為抽出した．ただし，2018 年 7 月に豪雨

災害のあった岡山県（真備町）および 2018 年 9 月に地

震災害のあった北海道（厚真町，安平町）の一部被災地

域は，対象施設から除外した．対象介護者は，1 施設あ

たり介護者 8 名の計 8,000 名（標本抽出率：3.1%）とし

た． 
 

2.2. 調査方法 
調査票は，施設管理者記載の施設用アンケートおよび

介護者記載の介護者用アンケートを独自に作成し，施設

管理者経由にて配布した．施設管理者には，直接介護に

携わっている性別，年齢，経験年数の異なる介護者に調

査票を配布するよう依頼した．回答後の調査票は，回答

者本人が封をし，施設ごとに返送してもらった． 
施設用アンケートは 4 頁，介護者用アンケートは 8 頁

で構成した．両アンケートの調査票 1 頁目には，調査趣

旨，個人および施設情報の保護について記載し，調査参

加への意思確認の欄を設けた．介護者には，全ての項目

に回答していただくようにお願いしたが，心的負担と感

じる項目は，必ずしも回答する必要はないとした． 
本研究は，労働安全衛生総合研究所の研究倫理審査委

員会から承認（通知番号：H3002）を得て実施した． 
 

2.3. 調査項目 
施設用アンケートの調査項目は，介護施設の基本情報，

施設の取り組み，労働安全衛生活動とした．介護施設の

基本情報は，施設形態，労働者数，介護者数，長期の施

設入居者数，勤務体制，前年度の離職介護者数および休

業介護者数とした．施設の取り組みでは，施設管理者が

十分な給与，人員配置，作業時間があると思うかを「非

常に思わない」，「思わない」，「どちらでもない」，「思う」，

「非常に思う」の 5 件法にて調査した．また，昇進・昇

給制度の周知，初任者研修の有無，介護者と施設管理者

との意見交換の場の設置，職場で起きた事故や災害の記

録，職場で起きたヒヤリハット（危険を感じたこと）の

記録，精神的ストレスに関する相談窓口や担当者の設置

を「ある」，「ない」の 2 件法にて調査した．労働安全衛

生活動は，表 1 に示す健康管理および作業管理に係わる

活動項目を「ある（いる）」，「ない（いない）」の 2 件法

にて調査した． 
介護者用アンケートの調査項目は，介護者の基本情報，

職業性ストレスの状態，介護者の QWL，通院の有無，

腰痛の程度，取り組んでいる安全衛生活動，仕事に関連

する満足／不満足感，不満足な相手・理由・内容，介護

者自身が働く意欲や仕事の継続に直接関連すると思った

項目とした．介護者の基本情報は，性別，年齢，資格の

有無，勤務形態，勤務体制，週労働時間，休業日数など

とした．職業性ストレスの状態は，職業性ストレス簡易

調査票の仕事の量的負担（3 項目），仕事のコントロール

（3 項目），上司・同僚からのサポート（6 項目）に関す

る項目を用いて評価した 17)．介護者の QWL は，介護者

QWL 簡易尺度を用いて，働く「意欲」，働き続けたい「意

思」，業務に対する「満足度」，仕事の「達成感」を，「1. 
大変低い（大変弱い）」，「2. 低い（弱い）」，「3. どちら

とも言えない」，「4. 高い（強い）」，「5. 大変高い（大変

強い）」の 5 件法にて点数化し，それらの合計点数（4～
20 点）にて評価した 18)．通院の有無は，心身の不調や

健康状態を把握するために，精神疾患，高血圧症，糖尿

病，関節症，腰痛にて病院に通院，および腰痛にて針灸・

マッサージなどに通院の有無を「ある」，「ない」の 2 件

法にて評価した．腰痛の程度は，過去 1 年間の腰痛につ

いて「0. 腰痛はなかった」，「1. 腰痛はあったが仕事に

支障はなかった」，「2. 腰痛のため仕事に支障をきたした

が仕事は休まなかった」，「3. 腰痛のため仕事を休んだこ

とがある」の 4 件法にて評価し，0 と 1 の合計を重度腰

痛なし，2 と 3 の合計を重度腰痛ありとした 19)．取り組

んでいる安全衛生活動は，表 1 に示す項目に対し，「あ

る（いる）」，「ない（いない）」の 2 件法にて評価した．

仕事に関連する満足／不満足感は，給与，作業人数・配

置，労働時間・休み，同僚・上司・利用者やその家族と

の人間関係（以下，人間関係と記載），上司や同僚とのコ

ミュニケーションや話し合い（以下，コミュニケーショ

ンと記載），意見が反映されるなどの裁量を持って仕事が

できる程度（以下，裁量と記載），昇進・役職，施設から

のサポート，研修の実施，安全衛生管理について，「大変

不満」，「不満」，「どちらとも言えない」，「満足」，「大変

満足」の 5 件法にて評価した．不満足な相手・理由・内

容は，表 7 に示す項目について複数回答可として調査し

た．介護者自身が働く意欲や仕事の継続に直接関連する

と思った項目は，先述した仕事に関連する満足／不満足

感の 10 項目から，働く意欲や仕事の継続に最も関連す

る項目を 3 つ選択してもらい，1 番を 3 点，2 番を 2 点，

3 番を 1 点として各項目の合計点数を算出した． 
 

2.4. 統計解析 
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得られたデータは，単純集計し，割合および平均値±

標準偏差を算出した．また，QWL に影響する要因を明

らかにするために，従属変数を介護者 QWL 簡易尺度の

合計点数，独立変数を通院の有無，重度腰痛の有無，ま

たは仕事に関連する満足／不満足感としたロジスティッ

ク回帰分析にて解析した．従属変数の介護者 QWL 簡易

尺度の合計点数は，4～15 点を低 QWL，16～20 点を高

QWL として 2 値化した．これは，介護者 QWL 簡易尺

度の「1. 大変低い（大変弱い）」，「2. 低い（弱い）」，「3. 
どちらとも言えない」の合計点数を低 QWL，「4. 高い

（強い）」，「5. 大変高い（大変強い）」の合計点数を高

QWL として算出した．また，独立変数の仕事に関連す

る満足／不満足感は，大変不満・不満・どちらとも言え

ないを「不満」，満足・大変満足を「満足」として 2 値

化した．オッズ比（OR）と 95%信頼区間（95%CI）は，

調整なしの Crude と調整ありの Model を算出した．

Model の調整因子は，性別（男，女），年齢群（30 歳未

満，30 代，40 代，50 歳以上），職業性ストレス（仕事

の量的負担，仕事のコントロール，上司・同僚からのサ

ポート：いずれも連続変数）とした．統計解析には IBM 
SPSS ver.27 を使用し，統計的有意差は危険率 5%未満

とした． 
 

3．結果 
 

3.1. 解析対象 
施設用アンケートの回答数は 505 部（回収率：50.5%），

介護者用アンケートの回答数は 3,565 部（回収率：

44.6%）であった．そのうち，解析対象施設は欠損デー

タの多い 1 施設を除いた 504 施設とし，解析対象者は性

別・年齢に欠損のある者を除いた 3,478 名（男性 1,331
名，女性 2,147 名）とした． 
 

3.2. 介護施設の基本情報 
介護施設の形態は，多床室および従来型個室の施設が

48.6%，ユニットケア型の施設が 33.7%，それらの複合

型施設が 17.3%であった．労働者数は 73.4±33.4 名，介

護者数は 45.9±21.2 名，長期の施設入居者数は 76.0±
29.5 名，平均要介護度は 4.0±0.3 であった．二交代制勤

務の施設は 35.3%，三交代制勤務の施設は 35.1%，変則

三交代制を含むそれ以外の勤務体制の施設は 25.6%であ

った．前年度における年間離職介護者数は 6.3±5.8 名，

年間休業介護者数は 0.8±1.4 名であった． 
 

3.3. 施設の取り組みと安全衛生活動 
介護者に十分な給与が払えていると思う・非常に思う

施設は 35.5%，十分な人員が配置できていると思う・非

常に思う施設は 15.3%，介護者は十分時間に余裕がある

と思う・非常に思う施設は 9.9%であった．昇進・昇給制

度の職員への周知を行っている施設は 88.9%，初任者研

修を実施している施設は 70.4%，介護者と施設管理者と

の意見交換の場を設けている施設は 93.8%であった．職

場で起きた事故や災害を記録している施設は 100%，職

場で起きたヒヤリハット（危険を感じたこと）を記録し

ている施設は 98.8%，精神的ストレスに関する相談窓口

や担当者を設置している施設は 90.1%であった． 
表 1 に介護施設の安全衛生活動実施率を示す．健康診

断，衛生委員会の設置および開催，職場巡視は約 9 割の

施設にて実施されていた．また，介助方法の講習・研修，

入居者ごとに介助方法（作業標準）を決めて実施，介助

方法に関するマニュアルの作成，同僚間での話し合いの

実施も約 9 割の施設にて実施されていた．一方，福祉用

具の講習・研修を実施している施設は 54.2%，介助方法

に関する試験を実施している施設は 8.7%，介助方法に関

する評価を実施している施設は 41.3%にとどまった． 
 

表 1 介護施設の安全衛生活動実施率および 
介護者の安全衛生活動参加率 

介護施設の

安全衛生

活動実施率

(n=504)

介護者の

安全衛生

活動参加率

(n=3,478)

健康管理に係わる活動

健康診断の実施／受診 99.8 96.9
腰痛健診の実施／受診 57.5 46.3
衛生委員会の設置 92.3 -
衛生委員会の開催 89.3 -
職場巡視の実施 87.1 -
産業医の選任 88.5 -
衛生管理者/推進者の選任 92.9 -

作業管理に係わる活動

介助方法の講習・研修の実施／受講 86.5 67.3
福祉用具の講習・研修の実施／受講 54.2 45.1
福祉用具の使用を指導・推奨 79.4 63.2
入居者ごとに介助方法（作業標準）を

決めて実施
90.5 81.2

介助方法に関するマニュアルの作成

／使用
90.1 64.8

介助方法に関する試験の実施／受講 8.7 12.7
介助方法に関する評価 41.3 16.2
同僚間での話し合いの実施 92.5 84.8
介助方法や福祉用具の使用に関する

責任者の設置／相談
60.1 67.9

(%)

 
 

3.4. 介護者の基本情報と職業性ストレス 
表 2 に介護者の基本情報および職業性ストレスを示す．

介護者の年齢は 39.3±10.6 歳，介護福祉士の有資格者は

79.3%，常勤者は 92.8%，交代制勤務者は 71.2%，週労

働時間が 40 時間以上の者は 60.9%，前年度において病

気により休業した日数は 2.2±6.5 日であった． 
職業性ストレスにおける仕事の量的負担（3～12 点）

は 9.5±1.8，仕事のコントロール（3～12 点）は 7.8±
1.9，上司・同僚からのサポート（6～24 点）は 14.5±
3.7 であった．評価点の最低点と最高点を加算して 2 で

除した値を中立的な値とすると，仕事の量的負担は若干

高かった． 
 

介護者の労働生活の質 (QWL) に関連する要因とその対策
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表 2 介護者の基本情報および職業性ストレス 

%／平均値
± 標準偏差

性別

男性 38.3
女性 61.7

年齢 39.3 ± 10.6
Body Mass Index: BMI 22.8 ± 3.9
資格（複数回答可）

介護福祉士 79.3
ホームヘルパー（1～3級） 29.3
ケアマネージャー 14.9
資格なし 6.5

勤務形態

常勤者 92.8
非常勤者・パートタイム者など 6.9

施設形態

多床室・従来型個室 47.7
ユニットケア 42.5
両方・それ以外 8.9

勤務体制

日勤 25.6
二交代制 21.4
三交代制 34.5
変則三交替制など 15.3

週労働時間

＜35時間 6.2
35時間≦, ＜40時間 30.3
40時間≦, ＜45時間 40.9
45時間≦ 20.0

病気のため休業した日数（前年度） 2.2 ± 6.5
職業性ストレス

仕事の量的負担度（3：ない～12：ある） 9.5 ± 1.8
仕事のコントロール度（3：ある～12：ない） 7.8 ± 1.9
上司・同僚からのサポート（6：少い～24：多い） 14.5 ± 3.7

n=3,478

 
 

3.5. 介護者 QWL 
介護者 QWL 簡易尺度における働く意欲（1～5 点）は

3.3±0.8，働き続けたい意志（1～5 点）は 3.2±1.0，業

務に対する満足度（1～5 点）は 2.8±0.8，仕事の達成感

（1～5 点）は 3.0±0.9，それらの合計点数（4～20 点）

は 12.2±2.9 であった．いずれも評価点の最低点と最高

点を加算して 2 で除した中立的な値に近似した．働く意

欲が高い・大変高い者は 39.5%，働き続けたいという意

志が強い・大変強い者は 41.6%，業務に対する満足度が

高い・大変高い者は 17.1%，仕事の達成感が高い・大変

高い者は 25.3%にとどまった． 
 

3.6. 通院者数および腰痛者数 
介護者において精神疾患で病院に通院している者は

2.1%，高血圧症で病院に通院している者は 5.5%，糖尿

病で病院に通院している者は 2.0%，関節症で病院に通院

している者は 2.2%，腰痛で病院に通院している者は 7.1 

表 3 介護者の仕事に関連する満足／不満足感 

%

作業人数・配置

大変不満・不満 72.9
どちらとも言えない 22.1
満足・大変満足 4.6

給与

大変不満・不満 60.1
どちらとも言えない 26.8
満足・大変満足 12.9

労働時間・休み

大変不満・不満 46.1
どちらとも言えない 30.9
満足・大変満足 18.8

施設からのサポート

大変不満・不満 34.1
どちらとも言えない 42.7
満足・大変満足 21.6

安全衛生管理

大変不満・不満 27.1
どちらとも言えない 46.2
満足・大変満足 24.9

研修
大変不満・不満 26.1
どちらとも言えない 45.2
満足・大変満足 26.4

人間関係

大変不満・不満 23.3
どちらとも言えない 45.9
満足・大変満足 28.5

昇進・役職

大変不満・不満 22.5
どちらとも言えない 56.4
満足・大変満足 19.5

コミュニケーション

大変不満・不満 18.7
どちらとも言えない 44.6
満足・大変満足 32.5

裁量

大変不満・不満 13.7
どちらとも言えない 54.6
満足・大変満足 29.8

n=3,478

 
 
%，腰痛で針灸やマッサージなどに通院している者は

9.5%であった．一方，病院などに通院していない者は

66.8%であった． 
0. 腰痛のない者は 31.1%，1. 腰痛はあったが仕事に

支障はなかった者は 26.7%，2. 腰痛のため仕事に支障を

きたしたが休職はしなかった者は 29.7%，3. 腰痛のため

休職した者は 6.2%であった．0 と 1 を合計した重度腰痛

なしの者は 57.8%，2 と 3 を合計した重度腰痛ありの者

は 35.9%となった． 
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表 2 介護者の基本情報および職業性ストレス 

%／平均値
± 標準偏差

性別

男性 38.3
女性 61.7

年齢 39.3 ± 10.6
Body Mass Index: BMI 22.8 ± 3.9
資格（複数回答可）

介護福祉士 79.3
ホームヘルパー（1～3級） 29.3
ケアマネージャー 14.9
資格なし 6.5

勤務形態

常勤者 92.8
非常勤者・パートタイム者など 6.9

施設形態

多床室・従来型個室 47.7
ユニットケア 42.5
両方・それ以外 8.9

勤務体制

日勤 25.6
二交代制 21.4
三交代制 34.5
変則三交替制など 15.3

週労働時間

＜35時間 6.2
35時間≦, ＜40時間 30.3
40時間≦, ＜45時間 40.9
45時間≦ 20.0

病気のため休業した日数（前年度） 2.2 ± 6.5
職業性ストレス

仕事の量的負担度（3：ない～12：ある） 9.5 ± 1.8
仕事のコントロール度（3：ある～12：ない） 7.8 ± 1.9
上司・同僚からのサポート（6：少い～24：多い） 14.5 ± 3.7

n=3,478

 
 

3.5. 介護者 QWL 
介護者 QWL 簡易尺度における働く意欲（1～5 点）は

3.3±0.8，働き続けたい意志（1～5 点）は 3.2±1.0，業

務に対する満足度（1～5 点）は 2.8±0.8，仕事の達成感

（1～5 点）は 3.0±0.9，それらの合計点数（4～20 点）

は 12.2±2.9 であった．いずれも評価点の最低点と最高

点を加算して 2 で除した中立的な値に近似した．働く意

欲が高い・大変高い者は 39.5%，働き続けたいという意

志が強い・大変強い者は 41.6%，業務に対する満足度が

高い・大変高い者は 17.1%，仕事の達成感が高い・大変

高い者は 25.3%にとどまった． 
 

3.6. 通院者数および腰痛者数 
介護者において精神疾患で病院に通院している者は

2.1%，高血圧症で病院に通院している者は 5.5%，糖尿

病で病院に通院している者は 2.0%，関節症で病院に通院

している者は 2.2%，腰痛で病院に通院している者は 7.1 

表 3 介護者の仕事に関連する満足／不満足感 

%

作業人数・配置

大変不満・不満 72.9
どちらとも言えない 22.1
満足・大変満足 4.6

給与

大変不満・不満 60.1
どちらとも言えない 26.8
満足・大変満足 12.9

労働時間・休み

大変不満・不満 46.1
どちらとも言えない 30.9
満足・大変満足 18.8

施設からのサポート

大変不満・不満 34.1
どちらとも言えない 42.7
満足・大変満足 21.6

安全衛生管理

大変不満・不満 27.1
どちらとも言えない 46.2
満足・大変満足 24.9

研修
大変不満・不満 26.1
どちらとも言えない 45.2
満足・大変満足 26.4

人間関係

大変不満・不満 23.3
どちらとも言えない 45.9
満足・大変満足 28.5

昇進・役職

大変不満・不満 22.5
どちらとも言えない 56.4
満足・大変満足 19.5

コミュニケーション

大変不満・不満 18.7
どちらとも言えない 44.6
満足・大変満足 32.5

裁量

大変不満・不満 13.7
どちらとも言えない 54.6
満足・大変満足 29.8

n=3,478

 
 
%，腰痛で針灸やマッサージなどに通院している者は

9.5%であった．一方，病院などに通院していない者は

66.8%であった． 
0. 腰痛のない者は 31.1%，1. 腰痛はあったが仕事に

支障はなかった者は 26.7%，2. 腰痛のため仕事に支障を

きたしたが休職はしなかった者は 29.7%，3. 腰痛のため

休職した者は 6.2%であった．0 と 1 を合計した重度腰痛

なしの者は 57.8%，2 と 3 を合計した重度腰痛ありの者

は 35.9%となった． 
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3.7. 介護者の安全衛生活動と満足／不満足感 
表 1 に介護者の安全衛生活動参加率を示す．健康診断

の受診者は 96.9%であった．入居者ごとに介助方法（作

業標準）を決めて実施している者，同僚間で話し合いを

実施している者は，8 割を超えていた．介助方法の講習・

研修を受講している者，福祉用具の使用を指導・推奨さ

れている者，介助方法に関するマニュアルを使用してい

る者，介助方法や福祉用具の使用に関する責任者と相談

している者は 6～7 割であった．一方，福祉用具の講習・

研修を受講している者は 45.1%，介助方法に関する試験

を受けている者は 12.7%，介助方法に関する評価を受け

ている者は 16.2%にとどまった． 

表 4 介護者 QWL 簡易尺度の合計点数と通院または腰痛との関係 

低い：
4～15点

(n=3,015)
%

高い：
16～20点
(n=458)

%

OR p OR p

性別

男 37.2 45.0 1.00
女 62.8 55.0 0.73 0.60 - 0.89 0.002

年齢群（歳）

＜30 19.6 17.0 1.00
30≦, ＜40 34.5 28.4 0.95 0.70 - 1.28 0.716
40≦, ＜50 27.1 35.2 1.49 1.12 - 1.99 0.007
50≦ 18.7 19.4 1.19 0.86 - 1.65 0.286

精神疾患で
病院に通院

あり 2.3 0.9 1.00 1.00
なし 96.1 97.2 2.65 0.96 - 7.29 0.059 1.67 0.59 - 4.72 0.332

高血圧症で
病院に通院

あり 5.3 6.1 1.00 1.00
なし 93.1 91.9 0.86 0.57 - 1.31 0.485 1.07 0.68 - 1.69 0.759

糖尿病で
病院に通院

あり 2.1 1.7 1.00 1.00
なし 96.4 96.3 1.18 0.56 - 2.47 0.668 1.22 0.55 - 2.71 0.621

関節症で
病院に通院

あり 2.2 2.0 1.00 1.00
なし 96.2 96.1 1.13 0.56 - 2.28 0.734 0.86 0.40 - 1.83 0.698

腰痛で
病院に通院

あり 7.6 3.7 1.00 1.00
なし 90.8 94.3 2.13 1.29 - 3.52 0.003 1.52 0.90 - 2.57 0.115

腰痛で針灸・
マッサージなど
に通院

あり 10.1 4.8 1.00 1.00
なし 88.3 93.2 2.23 1.43 - 3.48 <0.001 1.86 1.16 - 2.99 0.010

重度腰痛

あり 38.0 22.1 1.00 1.00
なし 55.5 72.5 2.25 1.78 - 2.84 <0.001 1.69 1.32 - 2.17 <0.001

OR：オッズ比，95% CI： 95%信頼区間．Crude： 調整なし，Model：性別，年齢群，職業性ストレスの仕事の量的負担度（3
項目，連側変数），コントロール度（3項目，連側変数），上司・同僚からのサポート（6項目，連側変数）で調整．

介護者QWL簡易
尺度の合計点数

Crude Model

95%CI 95%CI
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表 3 に介護者の仕事に関連する満足／不満足感を示す．

介護者が大変不満・不満に最も感じていた項目は作業人

数・配置（72.9%），次いで給与（60.1%），労働時間・

休み（46.1%），施設からのサポート（34.1%），安全衛

生管理（27.1%），研修（26.1%）と続いた． 
 

3.8. QWL に関連する項目 
表 4 に介護者 QWL 簡易尺度の合計点数と通院または

重度腰痛との関係を示す．調整ありの Model において，

腰痛で針灸・マッサージなどに通院していない者は，通

院している者に比べ，QWL が有意に高かった（OR: 1.86, 
95%CI: 1.16-2.99）．また，重度腰痛なしの者は，重度腰

表 5 介護者 QWL 簡易尺度の合計点数と満足／不満足感との関係 

低い：

4～15点
(n=3,015)

%

高い：

16～20点
(n=458)

%

OR p OR p

性別

男 37.2 45.0 1.00
女 62.8 55.0 0.73 0.60 - 0.89 0.002

年齢群（歳）

＜30 19.6 17.0 1.00
30≦, ＜40 34.5 28.4 0.95 0.70 - 1.28 0.716
40≦, ＜50 27.1 35.2 1.49 1.12 - 1.99 0.007
50≦ 18.7 19.4 1.19 0.86 - 1.65 0.286

人間関係

不満 74.8 32.8 1.00 1.00
満足 22.9 65.7 6.57 5.30 - 8.13 <0.001 3.92 3.09 - 4.97 <0.001

作業人数・配置

不満 96.7 84.5 1.00 1.00
満足 3.0 15.1 5.71 4.11 - 7.95 <0.001 3.69 2.56 - 5.32 <0.001

コミュニケーション

不満 68.6 29.0 1.00 1.00
満足 27.2 67.5 5.85 4.70 - 7.28 <0.001 3.42 2.66 - 4.40 <0.001

施設からのサポート

不満 81.6 45.9 1.00 1.00
満足 16.8 52.6 5.56 4.51 - 6.84 <0.001 3.37 2.69 - 4.23 <0.001

労働時間・休み

不満 81.2 50.7 1.00 1.00
満足 14.8 45.0 4.88 3.94 - 6.03 <0.001 3.20 2.53 - 4.04 <0.001

裁量

不満 73.5 35.2 1.00 1.00
満足 24.7 62.7 5.29 4.29 - 6.53 <0.001 3.09 2.46 - 3.88 <0.001

昇進・役職

不満 82.9 53.5 1.00 1.00
満足 15.6 44.8 4.44 3.60 - 5.48 <0.001 2.95 2.36 - 3.70 <0.001

給与

不満 89.7 68.8 1.00 1.00
満足 10.2 30.8 3.94 3.13 - 4.97 <0.001 2.81 2.19 - 3.61 <0.001

安全衛生管理

不満 77.6 45.9 1.00 1.00
満足 20.7 52.6 4.30 3.50 - 5.27 <0.001 2.55 2.04 - 3.19 <0.001

研修

不満 75.0 48.0 1.00 1.00
満足 22.9 49.3 3.37 2.74 - 4.13 <0.001 2.36 1.89 - 2.93 <0.001

OR：オッズ比，95% CI： 95%信頼区間．Crude： 調整なし，Model：性別，年齢群，職業性ストレスの仕事の量的負担度（3項目，連側変数），
コントロール度（3項目，連側変数），上司・同僚からのサポート（6項目，連側変数）で調整．

介護者QWL簡易尺度
の合計点数

Crude Model

95%CI 95%CI
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表 3 に介護者の仕事に関連する満足／不満足感を示す．

介護者が大変不満・不満に最も感じていた項目は作業人

数・配置（72.9%），次いで給与（60.1%），労働時間・

休み（46.1%），施設からのサポート（34.1%），安全衛

生管理（27.1%），研修（26.1%）と続いた． 
 

3.8. QWL に関連する項目 
表 4 に介護者 QWL 簡易尺度の合計点数と通院または

重度腰痛との関係を示す．調整ありの Model において，

腰痛で針灸・マッサージなどに通院していない者は，通

院している者に比べ，QWL が有意に高かった（OR: 1.86, 
95%CI: 1.16-2.99）．また，重度腰痛なしの者は，重度腰

表 5 介護者 QWL 簡易尺度の合計点数と満足／不満足感との関係 

低い：

4～15点
(n=3,015)

%

高い：

16～20点
(n=458)

%

OR p OR p

性別

男 37.2 45.0 1.00
女 62.8 55.0 0.73 0.60 - 0.89 0.002

年齢群（歳）

＜30 19.6 17.0 1.00
30≦, ＜40 34.5 28.4 0.95 0.70 - 1.28 0.716
40≦, ＜50 27.1 35.2 1.49 1.12 - 1.99 0.007
50≦ 18.7 19.4 1.19 0.86 - 1.65 0.286

人間関係

不満 74.8 32.8 1.00 1.00
満足 22.9 65.7 6.57 5.30 - 8.13 <0.001 3.92 3.09 - 4.97 <0.001

作業人数・配置

不満 96.7 84.5 1.00 1.00
満足 3.0 15.1 5.71 4.11 - 7.95 <0.001 3.69 2.56 - 5.32 <0.001

コミュニケーション

不満 68.6 29.0 1.00 1.00
満足 27.2 67.5 5.85 4.70 - 7.28 <0.001 3.42 2.66 - 4.40 <0.001

施設からのサポート

不満 81.6 45.9 1.00 1.00
満足 16.8 52.6 5.56 4.51 - 6.84 <0.001 3.37 2.69 - 4.23 <0.001

労働時間・休み

不満 81.2 50.7 1.00 1.00
満足 14.8 45.0 4.88 3.94 - 6.03 <0.001 3.20 2.53 - 4.04 <0.001

裁量

不満 73.5 35.2 1.00 1.00
満足 24.7 62.7 5.29 4.29 - 6.53 <0.001 3.09 2.46 - 3.88 <0.001

昇進・役職

不満 82.9 53.5 1.00 1.00
満足 15.6 44.8 4.44 3.60 - 5.48 <0.001 2.95 2.36 - 3.70 <0.001

給与

不満 89.7 68.8 1.00 1.00
満足 10.2 30.8 3.94 3.13 - 4.97 <0.001 2.81 2.19 - 3.61 <0.001

安全衛生管理

不満 77.6 45.9 1.00 1.00
満足 20.7 52.6 4.30 3.50 - 5.27 <0.001 2.55 2.04 - 3.19 <0.001

研修

不満 75.0 48.0 1.00 1.00
満足 22.9 49.3 3.37 2.74 - 4.13 <0.001 2.36 1.89 - 2.93 <0.001

OR：オッズ比，95% CI： 95%信頼区間．Crude： 調整なし，Model：性別，年齢群，職業性ストレスの仕事の量的負担度（3項目，連側変数），
コントロール度（3項目，連側変数），上司・同僚からのサポート（6項目，連側変数）で調整．

介護者QWL簡易尺度
の合計点数

Crude Model

95%CI 95%CI
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痛ありの者に比べ，QWL が有意に高かった（OR: 1.69, 
95%CI: 1.32-2.17）．腰痛で病院に通院していない者は，

調整なしの Crude においてのみであったが，通院してい

る者に比べ，QWL が有意に高かった（OR: 2.13, 95%CI: 
1.29-3.52）．その他の通院項目と QWL に統計的有意差

は認められなかった． 
表 5 に介護者 QWL 簡易尺度の合計点数と満足／不満

足感との関係を示す．ここでは，オッズ比 3.00 以上の項

目に着目した．介護者 QWL 簡易尺度の合計点数は，全

ての項目において有意な関係が認められた．特に人間関

係（OR: 3.92, 95%CI: 3.09-4.97）に満足している者は，

QWL が高かった．また，作業人数・配置（OR: 3.69, 
95%CI: 2.56-5.32），コミュニケーション（OR: 3.42, 
95%CI: 2.66-4.40），施設からのサポート（OR: 3.37, 
95%CI: 2.69-4.23），労働時間・休み（OR: 3.20, 95%CI: 
2.53-4.04），裁量（OR: 3.09, 95%CI: 2.46-3.88）に満足

している者も，QWL が高かった． 
表 6 に介護者自身が働く意欲や仕事の継続に直接関連

すると思った項目を示す．介護者自身が働く意欲や仕事

の継続に直接関連すると思った項目は，給与（7,210 点）

が最も点数が高く，次いで人間関係（3,612 点），労働時

間・休み（3,246 点），作業人数・配置（2,059 点），コ

ミュニケーション（743 点），施設からのサポート（637
点），裁量（497 点）と続いた． 
 

表 6 介護者自身が働く意欲や仕事の継続に 
直接関連すると思った項目 

順位 要因 点数

1 給与 7,210

2 人間関係 3,612

3 労働時間・休み 3,246

4 作業人数・配置 2,059

5 コミュニケーション 743

6 施設からのサポート 637

7 裁量 497

8 昇進・役職 289
9 研修 123
10 安全衛生管理 78

合計点：1番を3点，2番を2点，3番を1点で合計した点数  
 

3.9. 介護者の不満 
表 7 に介護者の不満足の理由・相手・内容を示す．人

間関係に大変不満・不満の相手は上司（16.9%）が最も

多く，次いで同僚（11.3%）であった．また，利用者（4.5%）

およびその家族（4.1%）に対して不満を持っている者も

若干名いた．コミュニケーションに大変不満・不満の理

由は内容が不十分であること（10.5%）が最も多く，次

いでコミュニケーションがないまたは少ない（8.2%）で

あった．施設からのサポートに大変不満・不満の主な内

容は，精神的ストレス（24.2%），勤務体制・労働時間・ 

表 7 介護者の不満足の理由・相手・内容 

%

人間関係に大変不満・不満の相手

上司 16.9
同僚 11.3
利用者の家族 4.5
利用者 4.1

コミュニケーションに大変不満・不満の理由

内容が不十分 10.5
ない／少ない 8.2
内容が過剰 3.0
多い 0.9

施設からのサポートに大変不満・不満の内容

精神的ストレス 24.2
勤務体制・労働時間・休み 24.2
介助方法 4.2
個人的な病気 2.7

労働時間・休みに大変不満・不満の理由

有給休暇がとりにくい 35.4
休みの日が少ない 14.3
休みの日が不規則 12.0
労働時間が長すぎる 10.1
労働時間帶が合わない 4.2

裁量に大変不満・不満の職務内容

人員配置 9.9
施設の運営 6.3
労働時間・休み 5.3
介助方法 3.5

昇進・役職に大変不満・不満の理由

役職にともなう仕事が多すぎる 12.1
昇進システムが不明確 11.7
昇進していない 3.2
昇進が遅い 3.1
役職が低い 1.9

安全衛生管理に大変不満・不満の理由

メンタルヘルス対策が不十分 18.0
腰痛対策が不十分 14.2
感染症対策が不十分 8.2
転倒・転落対策が不十分 6.5

必要な研修内容
認知症対応の研修 17.9
介護技術の研修 16.3
看取り介護の研修 12.8
福祉用具の研修 7.6

n=3,478 （全て複数回答可）

 
 
休み（24.2%）に関するものであった．労働時間・休み

に大変不満・不満の理由は，有給休暇がとりにくいこと

（35.4%）が最も多くあげられ，次いで休みの日が少な

い（14.3%），休みの日が不規則（12.0%），労働時間が

長すぎること（10.1%）があげられた．裁量に大変不満・

不満の職務は，人員配置（9.9%）に関する内容が最も多

介護者の労働生活の質 (QWL) に関連する要因とその対策
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く，次いで施設の運営（6.3%），労働時間・休み（5.3%）

と続いた．昇進・役職に大変不満・不満の理由は，役職

にともなう仕事が多すぎること（12.1%）が最も多く，

次いで昇進システムが不明確であること（11.7%）があ

げられた．安全衛生管理に大変不満・不満の理由は，メ

ンタルヘルス対策が不十分であること（18.0%）が最も

多く，次いで腰痛対策が不十分であること（14.2%）が

あげられた．介護者が必要と感じている研修は，認知症

対応の研修（17.9%）が最も多く，次いで介護技術の研

修（16.3%），看取り介護の研修（12.8%）であった． 
 

4．考察 
 
本研究は，介護施設における介護者の QWL に影響す

る主要な要因と取り組むべき優先度を明らかにし，その

要因を改善に導く組織的な対策について検討することを

目的とした．調査の結果，介護者の QWL に影響する主

な要因は，人間関係が最も関連し，次いで作業人数・配

置，コミュニケーション，施設からのサポート，労働時

間・休み，裁量と続いた．また，腰痛も QWL に関連し

た．一方，給与は，介護者自身が働く意欲や仕事の継続

に直接関連すると思った項目として最も多くあげられた

が，人間関係などに比べて QWL との関連は低かった． 
給与は，多くの先行研究において，介護者の QWL，

職務満足度，離職に関連する主な要因として報告されて

いる 5-11)．本研究においても，給与は働く意欲や仕事の

継続に直接関連すると思った項目として最も多くあげら

れ，また給与に不満を感じている者は 60.1%にのぼった．

しかし，介護者の QWL との関連性は，有意であったも

のの，人間関係などに比べて低かった．大和と立福

（2013）は，施設の離職率を従属変数，平均実賃金や教

育・研修の実施を独立変数として重回帰分析を行った 14)．

その結果，教育・研修を実施している施設の離職率は低

かったが，平均実賃金は離職率と関連しなかった．これ

らのことから，介護者の QWL 向上には，これまで主な

要因として指摘されてきた給与の改善だけでは不十分で

あることが示唆される．給与が QWL と最も関連しなか

った原因としては，近年の介護報酬の引き上げが考えら

れる．介護報酬は，2009 年，2012 年，2014 年，2017
年，2018 年と引き上げられ，2021 年にも引き上げられ

る予定となっている 2, 15)．この介護報酬の引き上げによ

り，給与の増額が行われ，給与は優先度の高い QWL 要

因ではなくなったと推察する．一方，働く意欲や仕事の

継続に直接関連すると思った項目としては，給与が最も

多くあげられた．施設管理者に行った施設用アンケート

においても，介護者に十分な給与が払えていると思う施

設は 35.5%にとどまった．介護労働安定センターの「介

護労働実態調査 労働者調査」では，介護者が働く上での

悩み・不安・不満などにおいて，入所型介護施設では仕

事内容のわりに賃金が低いと感じている者が 50.4%に

のぼった 20)．また，同調査では，身体的負担が大きいと

感じている者が 43.5%，深夜勤務中に何か起きるのでは

ないかと不安を感じている者が 35.6%にのぼった．つま

り，給与の改善により，QWL に影響するような不満は

少なくなったものの，給与と作業内容を照らし合わせた

場合，未だに不十分と感じている者が多くいるというこ

とと思われる． 
介護者の QWL に影響する最大の要因としては，人間

関係があげられた．人間関係は，不満に感じている者が

23.3%と多くはなかったが，働く意欲や仕事の継続に直

接関連すると思った項目は給与に次いで 2 番目に多かっ

た．人間関係に不満足の相手としては，上司が最も多く，

次いで同僚であった．先行研究においても，人間関係は，

介護者の QWL，職務満足度，離職に関連する主な要因

として報告されている 5, 8, 10, 12)． 介護業務では，介護者

同士の連携が不可欠であり，人間関係が悪くなるとその

連携に影響し，介護の質も低下する可能性がある．これ

らのことから，人間関係は，介護者 QWL と最も関連す

る要因と思われる． 
2 番目に介護者 QWL と関連した要因は，作業人数・

配置があげられた．作業人数・配置は，不満に感じてい

る者が 72.9%と最も多く，また働く意欲や仕事の継続に

直接関連すると思った項目も 4 番目に多かった．介護労

働安定センターの「介護労働実態調査 事業所調査」では，

介護事業所の 65.3%が介護者不足を訴えていた 1)．本研

究においても，十分な人員が配置できていると思う施設

は 15.3%にとどまった．介護職場では，介護者の配置を

工夫して介護者不足に対応している施設などがある．し

かし，介護者の絶対数が不足すると，時間に追われる作

業となり，ゆとりがなくなる．本調査において，介護者

が十分時間に余裕があると思う施設は 9.9%しかなかっ

た．これらのことから，作業人数・配置の悪化が QWL
の低下につながり，これが作業人数・配置を人間関係に

次ぐ QWL 要因にしていると思われる． 
3 番目に介護者 QWL と関連した要因は，コミュニケ

ーションがあげられた．コミュニケーションは，不満に

感じている者が 18.7%と少なく，一方満足に感じている

者が 32.5%と最も多かった．施設用アンケートにおいて

も，介護者と施設管理者との意見交換の場を設けている

施設は 93.8%にのぼった．働く意欲や仕事の継続に直接

関連すると思った項目は 5 番目であった．コミュニケー

ションに不満足の理由としては，内容が不十分であり，

少ないことがあげられた．先行研究においても，コミュ

ニケーションは，職務満足度や離職に関連する要因とし

て報告されている 8, 13)．介護業務では，移乗介助や入浴

介助での 2 人作業，交代制勤務にともなう引き継ぎ作業

など，介護者間での連携が必要である．この連携を円滑

に進めるには，介護者間のコミュニケーションが重要で

あり，これは人間関係にも影響する．これらのことから，

良好なコミュニケーションが QWL の向上につながり，

この関係がコミュニケーションを主要な QWL 要因にし

ていると思われる． 
4 番目に介護者 QWL と関連した要因は，施設からの

サポートがあげられた．施設からのサポートは，不満に
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く，次いで施設の運営（6.3%），労働時間・休み（5.3%）

と続いた．昇進・役職に大変不満・不満の理由は，役職

にともなう仕事が多すぎること（12.1%）が最も多く，

次いで昇進システムが不明確であること（11.7%）があ

げられた．安全衛生管理に大変不満・不満の理由は，メ

ンタルヘルス対策が不十分であること（18.0%）が最も

多く，次いで腰痛対策が不十分であること（14.2%）が

あげられた．介護者が必要と感じている研修は，認知症

対応の研修（17.9%）が最も多く，次いで介護技術の研

修（16.3%），看取り介護の研修（12.8%）であった． 
 

4．考察 
 
本研究は，介護施設における介護者の QWL に影響す

る主要な要因と取り組むべき優先度を明らかにし，その

要因を改善に導く組織的な対策について検討することを

目的とした．調査の結果，介護者の QWL に影響する主

な要因は，人間関係が最も関連し，次いで作業人数・配

置，コミュニケーション，施設からのサポート，労働時

間・休み，裁量と続いた．また，腰痛も QWL に関連し

た．一方，給与は，介護者自身が働く意欲や仕事の継続

に直接関連すると思った項目として最も多くあげられた

が，人間関係などに比べて QWL との関連は低かった． 
給与は，多くの先行研究において，介護者の QWL，

職務満足度，離職に関連する主な要因として報告されて

いる 5-11)．本研究においても，給与は働く意欲や仕事の

継続に直接関連すると思った項目として最も多くあげら

れ，また給与に不満を感じている者は 60.1%にのぼった．

しかし，介護者の QWL との関連性は，有意であったも

のの，人間関係などに比べて低かった．大和と立福

（2013）は，施設の離職率を従属変数，平均実賃金や教

育・研修の実施を独立変数として重回帰分析を行った 14)．

その結果，教育・研修を実施している施設の離職率は低

かったが，平均実賃金は離職率と関連しなかった．これ

らのことから，介護者の QWL 向上には，これまで主な

要因として指摘されてきた給与の改善だけでは不十分で

あることが示唆される．給与が QWL と最も関連しなか

った原因としては，近年の介護報酬の引き上げが考えら

れる．介護報酬は，2009 年，2012 年，2014 年，2017
年，2018 年と引き上げられ，2021 年にも引き上げられ

る予定となっている 2, 15)．この介護報酬の引き上げによ

り，給与の増額が行われ，給与は優先度の高い QWL 要

因ではなくなったと推察する．一方，働く意欲や仕事の

継続に直接関連すると思った項目としては，給与が最も

多くあげられた．施設管理者に行った施設用アンケート

においても，介護者に十分な給与が払えていると思う施

設は 35.5%にとどまった．介護労働安定センターの「介

護労働実態調査 労働者調査」では，介護者が働く上での

悩み・不安・不満などにおいて，入所型介護施設では仕

事内容のわりに賃金が低いと感じている者が 50.4%に

のぼった 20)．また，同調査では，身体的負担が大きいと

感じている者が 43.5%，深夜勤務中に何か起きるのでは

ないかと不安を感じている者が 35.6%にのぼった．つま

り，給与の改善により，QWL に影響するような不満は

少なくなったものの，給与と作業内容を照らし合わせた

場合，未だに不十分と感じている者が多くいるというこ

とと思われる． 
介護者の QWL に影響する最大の要因としては，人間

関係があげられた．人間関係は，不満に感じている者が

23.3%と多くはなかったが，働く意欲や仕事の継続に直

接関連すると思った項目は給与に次いで 2 番目に多かっ

た．人間関係に不満足の相手としては，上司が最も多く，

次いで同僚であった．先行研究においても，人間関係は，

介護者の QWL，職務満足度，離職に関連する主な要因

として報告されている 5, 8, 10, 12)． 介護業務では，介護者

同士の連携が不可欠であり，人間関係が悪くなるとその

連携に影響し，介護の質も低下する可能性がある．これ

らのことから，人間関係は，介護者 QWL と最も関連す

る要因と思われる． 
2 番目に介護者 QWL と関連した要因は，作業人数・

配置があげられた．作業人数・配置は，不満に感じてい

る者が 72.9%と最も多く，また働く意欲や仕事の継続に

直接関連すると思った項目も 4 番目に多かった．介護労

働安定センターの「介護労働実態調査 事業所調査」では，

介護事業所の 65.3%が介護者不足を訴えていた 1)．本研

究においても，十分な人員が配置できていると思う施設

は 15.3%にとどまった．介護職場では，介護者の配置を

工夫して介護者不足に対応している施設などがある．し

かし，介護者の絶対数が不足すると，時間に追われる作

業となり，ゆとりがなくなる．本調査において，介護者

が十分時間に余裕があると思う施設は 9.9%しかなかっ

た．これらのことから，作業人数・配置の悪化が QWL
の低下につながり，これが作業人数・配置を人間関係に

次ぐ QWL 要因にしていると思われる． 
3 番目に介護者 QWL と関連した要因は，コミュニケ

ーションがあげられた．コミュニケーションは，不満に

感じている者が 18.7%と少なく，一方満足に感じている

者が 32.5%と最も多かった．施設用アンケートにおいて

も，介護者と施設管理者との意見交換の場を設けている

施設は 93.8%にのぼった．働く意欲や仕事の継続に直接

関連すると思った項目は 5 番目であった．コミュニケー

ションに不満足の理由としては，内容が不十分であり，

少ないことがあげられた．先行研究においても，コミュ

ニケーションは，職務満足度や離職に関連する要因とし

て報告されている 8, 13)．介護業務では，移乗介助や入浴

介助での 2 人作業，交代制勤務にともなう引き継ぎ作業

など，介護者間での連携が必要である．この連携を円滑

に進めるには，介護者間のコミュニケーションが重要で

あり，これは人間関係にも影響する．これらのことから，

良好なコミュニケーションが QWL の向上につながり，

この関係がコミュニケーションを主要な QWL 要因にし

ていると思われる． 
4 番目に介護者 QWL と関連した要因は，施設からの

サポートがあげられた．施設からのサポートは，不満に

介護者の労働衛生活の質（QWL）に関連する要因とその対策 
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感じている者が 34.1%と 4 番目に多く，働く意欲や仕事

の継続に直接関連すると思った項目は 6 番目であった．

施設からのサポートに不満足な内容としては，精神的ス

トレス，勤務体制（交代制勤務），労働時間や休みへのサ

ポート不足であった．緒形ら（2015）は，介護者の離職

防止に施設からのサポートの充実が必要と報告している

13)．介護者の仕事に関連したストレスや労働時間管理な

どは，個人での対応には限界があり，施設に依存する部

分が大きい．一方，施設用アンケートでは，精神的スト

レスに関する相談窓口や担当者を設置している施設が

90.1%にのぼった．これらの結果は，介護者が形式的な

サポート体制の構築だけではなく，施設としての具体的

な対応を求めていることを示唆する．これらのことから，

施設からのサポートは，介護者の QWL に関連する主要

な要因と思われる． 
5 番目に介護者 QWL と関連した要因は，労働時間・

休みがあげられた．労働時間・休みは，不満に感じてい

る者が 46.1%と 3 番目に多く，また働く意欲や仕事の継

続に直接関連すると思った項目も 3 番目に多かった．労

働時間・休みに不満足な理由としては，有給休暇が取り

にくいことが最も多く，次いで休みの日が少ない，休み

の日が不規則であった．入所型介護施設では，多くの者

が交代制勤務となるため，勤務シフトを組むことになる．

しかし，慢性的な人材不足により 1)，一度組んだシフト

は変更しにくく，また急に休みを取ることも難しい場合

がある．これらのことから，労働時間・休みへの不満が

QWL の低下につながり，これが労働時間・休みを主要

な QWL 要因にしていると思われる． 
6 番目に介護者 QWL と関連した要因は，裁量があげ

られた．裁量は，不満に感じている者が 13.7%と最も少

なく，働く意欲や仕事の継続に直接関連すると思った項

目も 7 番目と低かった．裁量に不満足な職務内容として

は，人員配置，施設の運営，労働時間・休みなどがあげ

られた．原田（2008）は，介護業務が柔軟かつ臨機応変

な対応が求められる対人援助であるにも関わらず，業務

の限定化，細分化，マニュアル化などにより，裁量権の

およぶ範囲が縮小されていると報告している 21)．また，

森本（2003）は，介護施設におけるチーム型仕事遂行形

態は仕事を行う上で必要であるが，介護者の裁量を小さ

くし，精神的健康を阻害すると報告している 22)．これら

のことから，裁量への不満が QWL の低下と関連し，こ

れが裁量を主要な QWL 要因にしていると思われる． 
以上が介護者 QWL 簡易尺度の合計点数とオッズ比

3.00 以上を示した満足／不満足感の項目（但し，給与は

除く）であった．これらの項目の内，人間関係はオッズ

比 4.00 に近く，作業人数・配置もオッズ比 3.50 以上を

示した．一方，コミュニケーション，施設からのサポー

ト，労働時間・休み，裁量は，オッズ比 3.50 未満であり，

項目間の差も小さかった．このことから，最も優先的か

つ重点的に取り組むべき QWL 要因としては人間関係が

あげられ，次いで作業人数・配置，さらにコミュニケー

ション，施設からのサポート，労働時間・休み，裁量と

続くと考えられる． 
この他，昇進・役職，安全衛生管理，研修も QWL と

関連した．これらの項目は，人間関係などに比べて関連

性は低かったものの，オッズ比 2.00 以上を示したことか

ら， 介護者の QWL 向上において取り組むべき課題と思

われる．昇進・役職に不満足の理由としては，役職にと

もなう仕事が多すぎる，昇進システムが不明確などがあ

げられた．介護施設では，昇進・昇給システムを公表し

（本調査では 88.9%の施設が公表），キャリアパスを明

示する施設なども出てきている．しかし，介護者にそれ

らの情報が十分伝わっているとは限らない．これらのこ

とから，昇進・役職は介護者 QWL と関連すると思われ

る． 
安全衛生管理に不満足の理由としては，メンタルヘル

ス対策の不足が最も多く，次いで腰痛対策があげられた．

介護労働安定センターの「介護労働実態調査 労働者調

査」では，入所型介護施設において，精神的にきついと

感じている介護者が 34.1%，腰痛や体力に不安があり身

体的負担が大きいと感じている介護者が 43.5%にのぼっ

た 20)．本調査の介護施設では，健康診断を実施している

施設が 99.8%，職場巡視を実施している施設が 87.1%，

産業医を選任している施設は 88.5%であった．介護者は，

個々にストレスや腰痛問題に取り組んでいるが，施設と

しての具体的な対応を求めていると思われる．これらの

ことから，安全衛生管理は介護者 QWL と関連すると思

われる． 
介護者が必要と感じている研修としては，認知症対応

に関する研修が最も多く，次いで介護技術，看取り介護

に関する研修と続いた．李（2011）は，成長に対する満

足度が介護者の QWL に影響する要因であると報告して

いる 5)．また，多くの先行研究において，研修は，離職

に関連する要因と報告されている 7-9, 14)．介護者は，質

の良い介護を行うために定期的な研修が必要と考えてお

り，そのことが研修を QWL 要因にしていると思われる．

しかし，本調査の項目において，研修は QWL 要因とし

ての優先度が最も低かった．以前，介護者が求めていた

研修は，基本的な介護技術と思われる．今回の調査では，

初任者研修を実施している施設も 70.4%，介助方法の講

習・研修を実施している施設は 86.5%にのぼった．つま

り，基本的な介護技術に関する研修は，多くの施設にお

いて進められており，そのような施設では認知症対応や

看取り介護といった応用的な介護技術に介護者が求める

研修が変わってきていると推察する．このことから，研

修は優先度の高い QWL 要因ではなくなっていると思わ

れる． 
介護者の健康状態と QWL との関係については，精神

疾患，高血圧症，糖尿病，関節症での通院と介護者の

QWL に関連はなかった．しかし，腰痛にて針灸・マッ

サージなどに通院していない者および重度腰痛のない者

ほど QWL は高かった．また，調整なしの Crude のみ

の結果であったが，腰痛で通院していない者は QWL が

介護者の労働生活の質 (QWL) に関連する要因とその対策
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高かった．これらの結果は，腰痛が介護者の QWL に影

響する要因であることを示唆する．この原因としては，

腰痛が介助作業の妨げになり，さらに重度な腰痛になる

と作業ができなくなってしまい，離職につながるためと

思われる．しかし，人間関係や給与などと比べると QWL
との関連は低かった．これは，今後さらに検討していく

必要はあるが，腰痛は個人の問題との認識があるためか

もしれない． 
QWL 向上のための具体的な対策としては，不満足理

由から勘案して，上司や同僚とのコミュニケーションの

場を設けて情報交換を促進すること，介護者に人員配置

の裁量を与えること，労働時間や休暇に関して相談でき

る担当者を設けて活用すること，昇給・昇進システムを

介護者に説明するとともにキャリアパスや給与に関して

相談できる担当者を設けて活用すること，メンタルヘル

スに関する担当者を設けて活用しやすい環境をつくるこ

となどが考えられる．腰痛対策としては，介助作業に係

わる講習・研修を多くの施設が実施し，また多くの介護

者が参加していた．しかし，介助方法に関する評価や試

験を行っている施設やそれらを受けている介護者は少な

かった．これは，個々の介護者が行っている介助方法の

確認が十分に行われていないことを示唆する．このこと

から，職場巡視などにより，個々の介助方法を確認する

ことが必要と思われる．しかし，これらの対策の効果に

関しては，介入研究などにより，今後検証していく必要

がある． 
この他にも，本研究にはいくつか検証すべき点がある．

本調査では，1 施設あたり 8 名の介護者のみをサンプリ

ングしたため，結果にサンプリングバイアスが含まれる

可能性がある．また，解析対象者は，介護福祉士の資格

を有する者が全体の 79.3％を占めていた．介護福祉士は，

他の介護者よりも専門性が高く，ホームヘルパーや無資

格の者に比べて給与が高く設定されている施設もある．

このことから，ホームヘルパーや無資格の者が多い職場

では，QWL 要因が異なる可能性がある．さらに，本調

査は，新型コロナ感染症が蔓延する前に実施した．コロ

ナ禍の現在では，感染症対策への意識が高まっているこ

とから，安全衛生管理の優先度が上がっているかもしれ

ない． 
以上の結果から，介護者の QWL を向上させるには，

人間関係や作業人数・配置，さらにはコミュニケーショ

ン，施設からのサポート，労働時間・休み，裁量に関す

る改善を優先的かつ重点的に実施すべきと考えられる．

また，介護者の腰痛も QWL に関連することから，腰痛

対策も QWL の改善に貢献すると思われる．給与に関し

ては，QWL を向上させる要因ではあるが，以前ほど重

要ではなくなっていると思われる．QWL 向上のための

具体的な対策としては，上司・同僚間の情報交換の促進，

労働時間や休暇，給与，メンタルヘルスを相談できる担

当者の活用，職場巡視などによる個々の介助方法の確認

などが必要と思われる． 
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